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大学共同利用機関法人自然科学研究機構職員懲戒規程 

 

平成１６年 ４月 １日 

自 機 規 程 第 ４ ０ 号 

最終改正 令和 ７年 ６月２６日 
 
（目的） 

第１条 この規程は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構職員就業規則（平成１

６年通則第２号。以下「職員就業規則」という。）第４０条，大学共同利用機関法人

自然科学研究機構特定契約職員就業規則（平成１６年通則第３号。（以下「特定契約

職員就業規則」という。）第４９条及び大学共同利用機関法人自然科学研究機構短時

間契約職員就業規則（平成１６年通則第４号。以下「短時間契約職員就業規則」とい

う。）第４４条の規定に基づき，職員の懲戒に関し必要な事項を定めることを目的と

する。 

（懲戒の原則） 

第２条 職員の懲戒処分は，懲戒審査委員会において審査を行い，役員会の議を経て

機構長が行う。 

２ 機構長は，機関の長に係る懲戒処分のうち，諭旨解雇又は懲戒解雇を行う場合は，

あらかじめ教育研究評議会の意見を聴くものとする。 

３ 機構長は，研究教育職員に係る懲戒処分を行う場合は，あらかじめ教育研究評議

会に諮るものとする。 

４ 懲戒処分は，職員就業規則第４０条第１項各号に掲げる事由（以下「懲戒事由」と

いう。）に該当する行為でなければ，これをすることはできない。懲戒事由が設けら

れる以前に行った行為に対しても同様とする。 

５ 懲戒処分は，同一の行為に対して，重ねて行うことはできない。 

６ 懲戒処分は，同じ程度に違反した行為に対して，職員就業規則第４１条各号に掲

げる懲戒の種類，程度が異なってはならない。 

（懲戒処分の量定） 

第３条 懲戒処分の量定（以下「量定」という。）に当たっては，次に掲げる事項を総

合的に考慮の上，決定するものとする。 

一 非違行為の動機，態様及び結果 

二 故意又は過失の程度 

三 非違行為を行った職員の職責及びその職責と非違行為との関係 

四 他の職員及び社会に与える影響 

五 過去の非違行為の有無 
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六 日頃の勤務態度や非違行為後の対応 

２ 量定については，別に定める「懲戒処分標準例」による。ただし，個別の事案の内

容によっては，懲戒処分標準例に掲げる量定以外とする場合もあるものとする。 

３ 懲戒処分標準例に掲げられていない非違行為に関する量定は，懲戒処分標準例に

掲げる取扱いを参考として判断する。 

（審査の申立て等） 

第４条 国立天文台長，核融合科学研究所長，基礎生物学研究所長，生理学研究所長，

分子科学研究所長，岡崎共通研究施設の担当責任所長，アストロバイオロジーセン

ター長，生命創成探究センター長，事務局長，共創戦略統括本部長及び岡崎統合事務

センター長（以下「機関の長等」という。）は，所属する職員に係る審査事案が発生

したときは，速やかに事実関係を調査し，その結果，処分の検討が必要と認めたとき

は，機構長に対して審査申立てを行うものとする。 

２ 機構長は，審査申立てがあったときは，懲戒審査委員会に附議するものとする。 

３ 機構長は，審査申立てがなかった場合でも，処分の検討が必要と認めたときは，懲

戒審査委員会に附議できるものとする。 

４ 懲戒審査委員会の組織運営等に関し必要な事項は，別に定める。 

（懲戒処分書及び処分決定書の交付） 

第５条 懲戒処分は，職員に懲戒処分書及び処分決定書を交付して行わなければなら

ない。 

（懲戒処分の効力） 

第６条 懲戒処分の効力は，懲戒処分書及び審査決定書を職員に交付したときに発生

するものとする。 

２ 前項の文書の交付は，これを受けるべき職員の所在を知ることができない場合に

おいては，民法（明治２９年法律第８９号）第９８条第２項に定める方法により公示

し，同条第３項により公示された日から２週間を経過したときに文書の交付があっ

たものとみなす。 

（期間計算） 

第６条の２ 就業規則第４１条第１項第３号の停職の期間計算は，暦日計算によるこ

ととし，期間の起算は処分の効力発生日の翌日からとする。 

（不服申立） 

第６条の３ 懲戒処分に関して不服のあるときは，懲戒処分書の交付のあった日の翌

日から１４日以内に，機構長に対し，１回に限り書面をもって不服申立てをするこ

とができる。 

２ 機構長は，懲戒処分を受けた職員等から不服申立てがあったときは，不服申立委

員会を設置し，審査を行う。 
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３ 不服申立委員会は，機構長が指名する理事又は副機構長が委員長となり，その構

成等は事案に応じて定め，常時機構外の弁護士を加える。 

４ 不服申立委員会で審査した結果は，機構長に報告し，役員会の議を経て決定する。 

（審査決定の通知等） 

第７条 機構は，懲戒処分を決定した場合は，被処分者が所属する機関の長等へ懲戒

処分書及び審査決定書の写しを交付しなければならない。 

２ 懲戒処分を行ったときは，原則として公表する。  

（特定契約職員及び短時間契約職員の読替え） 

第７条の２ 特定契約職員就業規則の適用を受ける職員にあっては，「職員就業規則第

４０条第１項各号」とあるのは「特定契約職員就業規則第４９条各号」と，「職員就

業規則第４１条各号」とあるのは「特定契約職員就業規則第５０条第１項各号」と読

み替える。 

２ 短時間契約職員就業規則の適用を受ける職員にあっては，「職員就業規則第４０条

第１項各号」とあるのは「短時間契約職員就業規則第４４条各号」と，「職員就業規

則第４１条各号」とあるのは「短時間契約職員就業規則第４５条第１項各号」と読み

替える。 

（補則） 

第８条 この規程に定めるもののほか，懲戒に関し必要な事項は，機構が別に定める。 

 

附 則 

この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成１７年１月１３日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 
この規程は，平成２７年３月２７日から施行する。 

附 則 

 この規程は，平成２９年１月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２３日改正） 

この規程は，令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年６月２６日改正） 

この規程は，令和７年７月１日から施行する。 


